
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

軽費老人ホーム運営補助金（重点支
援地方交付金）

①厚生労働省予算において介護分野の職員の賃上げ、職
場環境改善支援事業が実施されるが、この制度の対象と
ならない軽費老人ホームにおいても同程度の補助制度を
設ける。
対象職種は、介護職員、看護職員、生活相談員とする。
②補助金
③国事業の補助上限額19千円×介護職員等29名×10月
=5,510千円
④鳥取市内に所在する軽費老人ホーム６事業所

R8.4 R9.3

2
⑩地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

周遊観光促進事業（重点支援地方交
付金）

①市内の主要観光スポット等を巡る格安周遊観光タクシー
の運行を支援することで、物価高騰により落ち込んだ観光
需要を底上げし、誘客と周遊促進を図る。
②補助金
③7,100円×6,051台(運行台数)+チラシ作成費377,300円
　 ＝43,340千円
　（7,100円=運行経費13,100円-運賃収入6,000円）
・その他財源の21,669千円は県費
④鳥取ハイヤー共同組合を通じてタクシー事業者9社へ支

R8.4 R9.3

3
⑧農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

畜産経営緊急支援事業（重点支援地
方交付金）

①物価高騰の影響により飼料価格の高騰が続いている。
飼料費等の高騰相当分の一部を緊急的に支援し、本市の
畜産事業者の経営の維持安定を図る。
②補助金
③16,300千円
・肉用牛_牛マルキン制度の補填拡充支援 3,152千円
・肉用豚_豚マルキン制度の補填拡充支援   245千円
・乳牛_高騰配合飼料代支援　　　　　　11,965千円
・肉用鶏_高騰配合飼料代支援　　　　 　   26千円
・採卵鶏_高騰配合飼料代支援　　　　 　242千円
・繁殖牛_和仔牛価格支援　　　 　　　　670千円
・その他財源の9,153千円は一般財源
④大山乳業農業協同組合、JA等

R8.4 R9.3

4
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

学校給食運営事業（重点支援地方交
付金）

①物価高騰により影響を受けている給食食材費につい
て、保護者負担金を増やすことなく安定した給食を提供す
る。
②給食食材費のうち、価格上昇分
・給食食材費には、教職員の給食費は含まれていない
③23,589千円
　中学生給食食材費  - 保護者負担金
　　　     314,880千円  - 291,291千円
④保護者

R8.4 R9.3

5
⑥中小企業・小規模
事業者の賃上げ環
境整備

指定管理者への物価高騰対策支援
事業

①物価高騰により、公の施設の運営を担う指定管理者の
経営に影響が出ているなか、同者に対して、賃上げ等に要
する経費等を支援し負担軽減を図る。
②運営経費
③運営経費　96,556千円（高騰相当分）
　城下町とっとり交流館等
④指定管理者

R8.4 R9.3

6
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

小児特別医療助成事業（重点支援地
方交付金）

①物価高騰により生活環境が変化する中、子育て世帯の
経済負担軽減のため、小児の入院・通院医療費を無償化
する。
②助成金
③助成金　907.836千円　件数：278,730件
（3,257.044円/件×278,730件＝907,835,874円）
・その他財の450,879千円は県費、6.078千円は諸収入、
449,879千円は一般財源
④小児の入院・通院医療費を要した者

R8.4 R9.3
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